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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第72期中 第73期中 第74期中 第72期 第73期

会計期間

自令和２年
　４月１日
至令和２年
　９月30日

自令和３年
　４月１日
至令和３年
　９月30日

自令和４年
　４月１日
至令和４年
　９月30日

自令和２年
　４月１日
至令和３年
　３月31日

自令和３年
　４月１日
至令和４年
　３月31日

売上高 （百万円） 259,986 251,519 275,461 520,093 512,981

経常利益 （百万円） 530 277 1,015 2,116 2,271

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益
（百万円） 250 153 854 1,168 1,383

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 606 495 1,016 2,596 1,115

純資産額 （百万円） 60,291 62,522 63,878 62,280 63,143

総資産額 （百万円） 173,808 170,567 187,825 171,341 176,245

１株当たり純資産額 （円） 4,252.83 4,415.10 4,518.80 4,395.86 4,465.98

１株当たり中間（当期）純

利益金額
（円） 17.98 11.01 61.26 83.72 99.17

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 34.1 36.1 33.6 35.8 35.4

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 1,810 △2,134 △2,410 3,557 909

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 4,183 △256 △1,473 2,904 △388

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △370 △269 △305 △409 △285

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高
（百万円） 30,649 28,417 27,124 31,078 31,313

従業員数 （人） 1,130 1,086 1,042 1,087 1,052

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第73期の期首から適用してお

り、第73期中及び第73期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっ

ております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第72期中 第73期中 第74期中 第72期 第73期

会計期間

自令和２年
　４月１日
至令和２年
　９月30日

自令和３年
　４月１日
至令和３年
　９月30日

自令和４年
　４月１日
至令和４年
　９月30日

自令和２年
　４月１日
至令和３年
　３月31日

自令和３年
　４月１日
至令和４年
　３月31日

売上高 （百万円） 247,469 239,845 261,897 495,176 489,426

経常利益 （百万円） 610 413 943 2,206 2,317

中間（当期）純利益 （百万円） 346 271 826 1,422 1,547

資本金 （百万円） 4,028 4,028 4,028 4,028 4,028

発行済株式総数 （千株） 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000

純資産額 （百万円） 54,708 56,859 58,306 56,504 57,620

総資産額 （百万円） 163,342 160,897 177,251 161,151 166,470

１株当たり配当額 （円） － － － 18 20

自己資本比率 （％） 33.5 35.3 32.9 35.1 34.6

従業員数 （人） 770 765 744 755 748

（注）１．提出会社は中間配当制度を採用しておりません。

２．第73期の１株当たり配当額には、特別配当２円を含んでおります。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第73期の期首から適用してお

り、第73期中及び第73期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっ

ております。
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２【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（日本酒類販売株式会社）、子会社15社及び関連会社２社によ

り構成されており、酒類・食品等の販売（酒類の一部については製造・製造受託）を主たる業務としております。

当中間連結会計期間における、各セグメントに係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとお

りであります。

なお、次の３部門は「第５　経理の状況　１　中間連結財務諸表等　(1）中間連結財務諸表　注記事項（セグメン

ト情報等）」に掲げるセグメントの区分と同一であります。

(1）酒類・食品等

酒類・食品等販売・・・・・主な事業内容の変更及び主要な関係会社の異動はありません。

酒類製造・・・・・・・・・当中間連結会計期間において連結子会社であった鶴正酒造株式会社は当社が保有す

る全株式を売却しております。

(2）不動産・・・・・・・・・・主な事業内容の変更及び主要な関係会社の異動はありません。

(3）その他

保険代理・・・・・・・・・主な事業内容の変更及び主要な関係会社の異動はありません。

情報処理業務受託・・・・・主な事業内容の変更及び主要な関係会社の異動はありません。

売電・・・・・・・・・・・主な事業内容の変更及び主要な関係会社の異動はありません。

 

３【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において連結子会社であった鶴正酒造株式会社は当社が所有する全株式を売却したため、子会

社ではなくなりました。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

令和４年９月30日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

酒類・食品等  1,039

不動産  －

その他  3

合計  1,042

（注）　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者は除く。）であります。

 

(2）提出会社の状況

令和４年９月30日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

酒類・食品等  744

不動産  －

その他  －

合計  744

（注）　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者は除く。）であります。

 

(3）労働組合の状況

労働組合との間に特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

（1）経営方針及び経営戦略

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が定めている経営方針及び経営戦略につい

て、重要な変更及び新たに定めた経営方針及び経営戦略はありません。

（2）経営環境及び優先的に対処すべき課題等

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）を取り巻く環境及び優先的に対処すべき課

題等について、重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

 

２【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

当中間連結会計期間における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

①財政状態及び経営成績の状況

ａ.財政状態

当中間連結会計期間末の資産合計は前連結会計年度末に比べ11,580百万円増加し、187,825百万円となりました。

当中間連結会計期間末の負債合計は前連結会計年度末に比べ10,844百万円増加し、123,947百万円となりました。

当中間連結会計期間末の純資産合計は前連結会計年度末に比べ735百万円増加し、63,878百万円となりました。

 

ｂ.経営成績

当中間連結会計期間の経営成績は、売上高275,461百万円（前年同期比9.5％増）、営業利益579百万円（前年同期

は営業損失52百万円）、経常利益1,015百万円（同266.0％増）、税金等調整前中間純利益1,269百万円（同384.6％

増）、親会社株主に帰属する中間純利益は854百万円（同456.5％増）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

・酒類・食品等

当事業につきましては、売上高は275,013百万円（同9.5％増）、営業利益は376百万円（前年同期は営業損失273

百万円）となりました。

・不動産

当事業につきましては、売上高は408百万円（同1.1％増）、営業利益は228百万円（同6.3％減）となりました。

・その他

当事業につきましては、売上高は39百万円（同2.3％増）、営業利益は13百万円（同6.1％減）となりました。
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②キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、仕入債務の増加11,560百万円があ

りましたが、売上債権の増加10,252百万円、棚卸資産の増加3,109百万円、未収入金の増加1,708百万円があったこと

などから、前連結会計年度末に比べ4,189百万円減少し、当中間連結会計期間末には27,124百万円（同4.5％減）とな

りました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は2,410百万円（同13.0％増）となりました。これは主に仕入債務の増加11,560百万

円がありましたが、売上債権の増加10,252百万円、棚卸資産の増加3,109百万円、未収入金の増加1,708百万円による

ものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は1,473百万円（同473.7％増）となりました。これは主に有形固定資産の取得による

支出1,430百万円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は305百万円（同13.1％増）となりました。これは主に配当金の支払280百万円による

ものであります。

 

③生産、受注及び販売の実績

ａ.生産実績

当中間連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％）

酒類・食品等 398 213.9

（注）金額は販売価格によっております。

ｂ.商品仕入実績

当中間連結会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 仕入高（百万円） 前年同期比（％）

酒類・食品等 266,381 110.3

 

ｃ.受注実績

当社グループ（当社及び連結子会社）は見込生産を行っているため、該当事項はありません。

ｄ.販売実績

当中間連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％）

酒類・食品等 275,013 109.5

不動産 408 101.1

その他 39 102.3

合計 275,461 109.5
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識・分析及び検討内容は次のとおりでありま

す。なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間末現在において判断したものであります。

 

①当中間連結会計期間の経営成績等の状況に関する認識・分析及び検討内容

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの感染拡大による社会経済活動の制限は緩和され

たものの、資源価格の上昇や急激な円安による消費財の値上げなどによって、経済活動、個人消費の回復が見定めら

れない状況にあります。

また、当社グループの中核事業である酒類・食品卸売業界におきましては、新型コロナウイルスの感染状況は、

「第七波」といわれる増加局面にありましたが、料飲店の営業制限や酒類提供制限がほぼ解消されたことにより、業

務用需要が回復傾向となりました。一方、原材料価格やエネルギー価格の高騰により、酒類・食品メーカー各社の商

品価格の値上げやさらなる物流コストの増加も見込まれるなど、依然卸売業として適正な利益を確保していくことが

厳しく、予断を許さない状況が続いております。

当社グループ（当社及び連結子会社）の中核である当社は、引き続き、量販業態を中心に売上と利益を確保すると

ともに、未だ回復途上にある業務用業態に対しては、当社の物流機能の活用提案などによる下支えにも注力し、最優

先かつ必須の課題として、物流の円滑化やコストコントロールによるローコストオペレーションの強化・推進を図っ

ております。

この結果、当中間連結会計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

ａ.財政状態の状況に関する認識・分析及び検討内容

（流動資産）

当中間連結会計期間末における流動資産の残高は136,091百万円（前連結会計年度末は125,304百万円）となり、

10,786百万円増加しました。受取手形及び売掛金の増加（67,222百万円から77,476百万円へ10,253百万円増）、棚卸

資産の増加（14,145百万円から17,255百万円へ3,109百万円増）が大きく影響しております。

（固定資産）

当中間連結会計期間末における固定資産の残高は51,734百万円（前連結会計年度末は50,941百万円）となり、793

百万円増加しました。有形固定資産が増加（21,458百万円から21,864百万円へ405百万円増）したことが大きく影響

しております。

（流動負債）

当中間連結会計期間末における流動負債の残高は118,012百万円（前連結会計年度末は107,156百万円）となり、

10,855百万円増加しました。支払手形及び買掛金が増加（92,443百万円から104,004百万円へ11,560百万円増）した

ことが大きく影響しております。

（固定負債）

当中間連結会計期間末における固定負債の残高は5,934百万円（前連結会計年度末は5,946百万円）となり、11百万

円減少しました。

（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産の残高は63,878百万円（前連結会計年度末は63,143百万円）となり、735百

万円増加しました。利益剰余金が増加（51,431百万円から52,006百万円へ574百万円増）したことが大きく影響して

おります。

 

ｂ.経営成績の状況に関する認識・分析及び検討内容

当中間連結会計期間の売上高は、275,461百万円（前年同期比9.5％増）となりました。

一方利益面では、売上高の増加に伴い売上総利益も増加しており、経常利益は1,015百万円（同266.0％増）とな

り、税金等調整前中間純利益は1,269百万円（同384.6％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は854百万円（同

456.5％増）となりました。
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ｃ.セグメントごとの経営成績の状況に関する認識・分析及び検討内容

・酒類・食品等

当事業における商品の販売状況は、料飲店の営業制限や酒類提供制限がほぼ解消されたことや本年秋以降に行わ

れるメーカー各社の値上げ前に駆け込み需要が発生したことが各商品群に影響を与えております。

和酒は、清酒、連続式蒸留焼酎（甲類）、単式蒸留焼酎（乙類）の各商品群において、巣ごもり需要の落ち着き

による減少要因もありましたが、業務用業態の回復と値上げ前の駆け込み需要の発生により、和酒全体としては前

年実績を上回りました。

洋酒については、近年市場をけん引しておりましたＲＴＤは勢いが収まり前年実績を下回りましたが、ウイス

キー類、ワイン、スピリッツ・リキュールは、いずれも業務用商材が好調に推移し、洋酒全体としては前年実績を

上回りました。

ビール類については、ビールは業務用市場の回復に加え、メーカー各社の値上げ前の駆け込み需要という要因も

あり前年実績を大きく上回り、発泡酒は健康志向を捉えた機能性商品が堅調に推移、新ジャンルは一昨年の酒税改

正から続く他の商品群への流出傾向もみられましたが、ビール類全体としては前年実績を大きく上回りました。

食品については、主力の飲料水は、割り材をはじめとする業務用商材の回復やＥＣ業態の拡大により前年実績を

上回り、加工食品は、飲料水同様の増加要因に加え地域ごとに展開した販売強化策が功奏し、食品全体としても前

年実績を上回りました。

これらの結果、当事業の売上高は、275,013百万円（同9.5％増）となりました。

・不動産

当事業につきましては、賃貸用マンション契約の売上増加により、売上高は408百万円（同1.1％増）となりまし

た。

・その他

当事業につきましては、主に保険代理業の売上高は７百万円（同45.2％減）、情報処理業務受託の売上高は９百

万円（同74.4％増）、売電事業の売上高は17百万円（同0.6％減）となり、全体で39百万円（同2.3％増）となりま

した。

 

ｄ.キャッシュ・フローの状況に関する認識・分析及び検討内容

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況につきましては、「（1）経営成績等の状況の概要　②キャッ

シュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

 

②資本の財源及び資金の流動性

当社グループは、運転資金及び設備資金につきましては、内部資金の活用及び金融機関からの借入により資金調達

を行っております。

当社グループの運転資金需要の主なものは、商品の仕入、販売費及び一般管理費等の営業費用であります。また、

設備資金需要の主なものは、建物やソフトウエア等固定資産購入によるものであります。

なお、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は27,124百万円となっております。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

４【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,600,000

計 25,600,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（令和４年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（令和４年12月22日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 14,000,000 14,000,000 非上場

当社は単元株制度

は採用しておりま

せん。

計 14,000,000 14,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

令和４年４月１日～

令和４年９月30日
－ 14,000,000 － 4,028 － 3,563
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（５）【大株主の状況】

  令和４年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 699 4.99

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 650 4.64

麒麟麦酒株式会社 東京都中野区中野４丁目10番２号 600 4.28

アサヒビール株式会社 東京都墨田区吾妻橋１丁目23番１号 600 4.28

宝酒造株式会社 京都府京都市伏見区竹中町609番地 600 4.28

日酒販グループ従業員持株会 東京都中央区新川１丁目25番４号 554 3.95

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 530 3.78

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 440 3.14

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目18番24号 300 2.14

サントリー株式会社 東京都港区台場２丁目３番３号 300 2.14

計 － 5,274 37.67

（注）令和４年７月１日付の合併により、サントリー酒類株式会社の所有する当社株式は、サントリー株式会社が取得し

ております。

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

令和４年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(相互保有株式)

普通株式　　　 140,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　13,860,000 13,860,000 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 14,000,000 － －

総株主の議決権 － 13,860,000 －

 

②【自己株式等】

令和４年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(相互保有株式)

北海道酒類販売株式会社

北海道札幌市北区北12

条西3丁目1番15号
140,000 － 140,000 1.00

計 － 140,000 － 140,000 1.00

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（令和４年４月１日から令和４年

９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間会計期間（令和４年４月１日から令和４年９月30日まで）の中間財務諸

表について有限責任監査法人トーマツにより中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(令和４年３月31日)
当中間連結会計期間
(令和４年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※２ 32,157 ※２ 27,969

受取手形及び売掛金 67,222 77,476

棚卸資産 14,145 17,255

未収入金 10,403 12,124

その他 1,379 1,271

貸倒引当金 △3 △5

流動資産合計 125,304 136,091

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,336 8,802

土地 12,654 12,636

その他（純額） 467 425

有形固定資産合計 ※１ 21,458 ※１ 21,864

無形固定資産 699 680

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２ 8,767 ※２ 9,104

差入保証金 19,699 19,804

繰延税金資産 38 42

その他 339 298

貸倒引当金 △61 △60

投資その他の資産合計 28,783 29,190

固定資産合計 50,941 51,734

資産合計 176,245 187,825
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(令和４年３月31日)
当中間連結会計期間
(令和４年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 92,443 ※２ 104,004

短期借入金 8,075 8,090

未払法人税等 743 445

賞与引当金 364 371

未払金 5,045 4,749

その他 485 351

流動負債合計 107,156 118,012

固定負債   

繰延税金負債 1,078 1,158

役員退職慰労引当金 ※５ 389 ※５ 391

退職給付に係る負債 2,033 2,028

資産除去債務 68 67

その他 2,375 2,288

固定負債合計 5,946 5,934

負債合計 113,102 123,947

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,028 4,028

資本剰余金 3,639 3,639

利益剰余金 51,431 52,006

自己株式 △75 △75

株主資本合計 59,024 59,599

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,311 3,455

退職給付に係る調整累計額 △22 △4

その他の包括利益累計額合計 3,288 3,450

非支配株主持分 829 827

純資産合計 63,143 63,878

負債純資産合計 176,245 187,825
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間

(自　令和３年４月１日
　至　令和３年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　令和４年４月１日
　至　令和４年９月30日)

売上高 251,519 275,461

売上原価 240,479 263,461

売上総利益 11,039 12,000

販売費及び一般管理費   

運賃保管料 4,292 4,383

貸倒引当金繰入額 △4 0

給料及び手当 2,673 2,618

賞与引当金繰入額 390 371

退職給付費用 210 221

役員退職慰労引当金繰入額 26 28

その他 3,504 3,797

販売費及び一般管理費合計 11,091 11,421

営業利益又は営業損失（△） △52 579

営業外収益   

受取利息 103 106

受取配当金 79 99

持分法による投資利益 36 117

データ提供料 50 50

その他 126 131

営業外収益合計 396 505

営業外費用   

支払利息 61 61

その他 4 7

営業外費用合計 66 68

経常利益 277 1,015

特別利益   

関係会社株式売却益 － 39

ゴルフ会員権売却益 － 2

受取補償金 － ※１ 227

特別利益合計 － 268

特別損失   

固定資産除売却損 ※２ 8 ※２ 10

減損損失 ※３ 6 ※３ 4

特別損失合計 15 14

税金等調整前中間純利益 262 1,269

法人税、住民税及び事業税 91 411

法人税等調整額 42 3

法人税等合計 133 415

中間純利益 128 854

非支配株主に帰属する中間純損失（△） △25 △0

親会社株主に帰属する中間純利益 153 854
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間

(自　令和３年４月１日
　至　令和３年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　令和４年４月１日
　至　令和４年９月30日)

中間純利益 128 854

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 341 144

退職給付に係る調整額 20 18

持分法適用会社に対する持分相当額 5 △1

その他の包括利益合計 366 162

中間包括利益 495 1,016

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 520 1,017

非支配株主に係る中間包括利益 △25 △0
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　令和３年４月１日　至　令和３年９月30日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,028 3,638 50,300 △75 57,891

当中間期変動額      

剰余金の配当   △252  △252

親会社株主に帰属する中間
純利益   153  153

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

     

当中間期変動額合計 － － △98 － △98

当中間期末残高 4,028 3,638 50,201 △75 57,793

 

      

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券評
価差額金

退職給付に係る調
整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 3,505 △62 3,443 945 62,280

当中間期変動額      

剰余金の配当     △252

親会社株主に帰属する中間
純利益     153

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

346 20 366 △26 340

当中間期変動額合計 346 20 366 △26 242

当中間期末残高 3,851 △41 3,810 919 62,522
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当中間連結会計期間（自　令和４年４月１日　至　令和４年９月30日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,028 3,639 51,431 △75 59,024

当中間期変動額      

剰余金の配当   △280  △280

親会社株主に帰属する中間
純利益   854  854

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

     

当中間期変動額合計 － － 574 － 574

当中間期末残高 4,028 3,639 52,006 △75 59,599

 

      

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券評
価差額金

退職給付に係る調
整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 3,311 △22 3,288 829 63,143

当中間期変動額      

剰余金の配当     △280

親会社株主に帰属する中間
純利益     854

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

143 18 162 △1 160

当中間期変動額合計 143 18 162 △1 735

当中間期末残高 3,455 △4 3,450 827 63,878
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間

(自　令和３年４月１日
　至　令和３年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　令和４年４月１日
　至　令和４年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 262 1,269

減価償却費 359 338

減損損失 6 4

のれん償却額 25 27

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △82 1

賞与引当金の増減額（△は減少） △7 7

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 △0

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △6 △5

受取利息及び受取配当金 △182 △205

支払利息 61 61

固定資産売却損益（△は益） － 3

固定資産除却損 8 6

ゴルフ会員権売却損益（△は益） － △2

持分法による投資損益（△は益） △15 △96

関係会社株式売却損益（△は益） － △39

受取補償金 － △227

売上債権の増減額（△は増加） 647 △10,252

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,292 △3,109

未収入金の増減額（△は増加） △664 △1,708

仕入債務の増減額（△は減少） △707 11,560

未払金の増減額（△は減少） 142 426

その他 △224 △115

小計 △1,671 △2,052

利息及び配当金の受取額 156 177

利息の支払額 △46 △63

法人税等の支払額 △572 △699

補償金の受取額 － 227

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,134 △2,410

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △581 △581

定期預金の払戻による収入 580 580

有形固定資産の取得による支出 △191 △1,430

有形固定資産の売却による収入 － 16

有形固定資産の除却による支出 △8 △6

無形固定資産の取得による支出 △36 △34

投資有価証券の取得による支出 △25 △34

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入
－ 42

差入保証金の差入による支出 △8 △0

差入保証金の回収による収入 29 0

その他 △15 △25

投資活動によるキャッシュ・フロー △256 △1,473

財務活動によるキャッシュ・フロー   

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △4 △2

配当金の支払額 △252 △280

非支配株主への配当金の支払額 △0 △0

その他 △12 △22

財務活動によるキャッシュ・フロー △269 △305

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,660 △4,189

現金及び現金同等物の期首残高 31,078 31,313

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 28,417 ※ 27,124
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【注記事項】

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　15社

主要な連結子会社の名称

株式会社水戸日酒販

株式会社山陰日酒販

広島中央酒販株式会社

青森県酒類販売株式会社

株式会社長崎日酒販

株式会社弘中酒販

大分県酒類卸株式会社

株式会社宝永エコナ

株式会社ＮＥＷＳ

八重寿銘醸株式会社

(2）連結の範囲に含めていない子会社はありません。

(3）連結の範囲の変更

当中間連結会計期間において連結子会社であった鶴正酒造株式会社は当社が保有する全株式を売却したため、

連結の範囲から除いております。

 

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の関連会社数　2社

主要な会社名

北海道酒類販売株式会社

(2）持分法を適用していない関連会社はありません。

(3）持分法適用会社の中間期の末日は、中間連結決算日と一致しております。

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

一部の連結子会社の中間会計期間の末日は８月31日であります。

中間連結財務諸表の作成に当たっては、当該連結子会社の当該中間会計期間に係る中間財務諸表を使用しており

ます。ただし、当該中間会計期間の末日と中間連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。

 

４．会計方針に関する事項

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用してお

ります。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

②　棚卸資産

当社及び連結子会社は主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）を採用しております。

(ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　３～50年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おり、のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積もり、当該期間にわたり均等償却してお

ります。
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③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(ハ）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

当社及び一部の連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当中

間連結会計期間負担額を計上しております。

③　役員退職慰労引当金

当社及び一部の連結子会社は、役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。

(ニ）退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７～10年）に

よる定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（７～10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(ホ）重要な収益及び費用の計上基準

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義

務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

酒類・食品等事業

主に酒類・食品の販売、輸送用プラスチックコンテナー賃貸及び酒類の製造・製造受託を行っております。こ

のような販売契約においては、商品又は製品に対する支配は納品時に顧客に移転し、その時点で履行義務が充足

されますが、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品

の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であ

る場合には、出荷時に収益を認識しております。

なお、商品の販売のうち、当社グループが代理人に該当すると判断したものについては、顧客から受け取る額

から仕入先に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。

また、当社グループは顧客との契約において約束された対価から、売上割戻、運賃保管料等の顧客に支払われ

る対価を控除した金額で取引価格を算定しております。取引の対価は、履行義務を充足してから概ね１～２ヶ月

程度で受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

(ヘ）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

(ト）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

為替予約については、振当処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

③　ヘッジ方針

商品の輸出入に係る為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っており、投機的な取引は行ってお

りません。

④　ヘッジ有効性評価の方法

為替相場の変動によるキャッシュ・フローの変動を完全に相殺するものと想定されるため、有効性評価を省

略しております。

(チ）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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（中間連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

前連結会計年度
（令和４年３月31日）

当中間連結会計期間
（令和４年９月30日）

14,481百万円 14,708百万円

 

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（令和４年３月31日）
当中間連結会計期間
（令和４年９月30日）

現金及び預金（定期預金） 150百万円 150百万円

投資有価証券 1,108 1,349

計 1,258 1,499

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（令和４年３月31日）
当中間連結会計期間
（令和４年９月30日）

支払手形及び買掛金 3,759百万円 4,813百万円

 

３　保証債務

　関連会社の仕入債務に対し、次のとおり債務保証を行っております。

前連結会計年度
（令和４年３月31日）

当中間連結会計期間
（令和４年９月30日）

北海道酒類販売株式会社 2,991百万円 北海道酒類販売株式会社 3,331百万円

 

４　輸出手形割引高

 
前連結会計年度

（令和４年３月31日）
当中間連結会計期間
（令和４年９月30日）

輸出手形割引高 11百万円 8百万円

 

※５　役員退職慰労引当金

　役員退職慰労引当金に含まれる執行役員退職慰労引当金は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（令和４年３月31日）

当中間連結会計期間
（令和４年９月30日）

119百万円 107百万円
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（中間連結損益計算書関係）

※１　受取補償金

中央区八重洲再開発に伴う補償金であります。

 

※２　固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　令和３年４月１日
至　令和３年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　令和４年４月１日
至　令和４年９月30日）

建物及び構築物 7百万円 6百万円

土地 － 3

有形固定資産その他 1 0

無形固定資産 － 0

計 8 10

 

※３　減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前中間連結会計期間（自　令和３年４月１日　至　令和３年９月30日）

場所 用途 種類

東京都日野市他３件 事業用資産 リース資産（賃貸借処理）

当社グループは、管理会計上の区分を考慮して資産グループを決定しております。なお、賃貸用資産及び遊

休資産については各物件を資産グループとしております。

事業用資産については、収益性の低下等により投資額の回収が困難と見込まれるため、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失（６百万円）として計上しております。その内訳は、リース資産（賃

貸借処理）６百万円であります。

 

当中間連結会計期間（自　令和４年４月１日　至　令和４年９月30日）

場所 用途 種類

広島県広島市他４件 事業用資産 リース資産（賃貸借処理）

当社グループは、管理会計上の区分を考慮して資産グループを決定しております。なお、賃貸用資産及び遊

休資産については各物件を資産グループとしております。

事業用資産については、収益性の低下等により投資額の回収が困難と見込まれるため、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失（４百万円）として計上しております。その内訳は、リース資産（賃

貸借処理）４百万円であります。
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　令和３年４月１日　至　令和３年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当中間連結会計期
間増加株式数

（千株）

当中間連結会計期
間減少株式数

（千株）

当中間連結会計期
間末株式数

（千株）

発行済株式     

普通株式 14,000 － － 14,000

合計 14,000 － － 14,000

自己株式     

普通株式 47 － － 47

合計 47 － － 47

 

２．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

令和３年６月29日

定時株主総会
普通株式 252 18 令和３年３月31日 令和３年６月30日

 

当中間連結会計期間（自　令和４年４月１日　至　令和４年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当中間連結会計期
間増加株式数

（千株）

当中間連結会計期
間減少株式数

（千株）

当中間連結会計期
間末株式数

（千株）

発行済株式     

普通株式 14,000 － － 14,000

合計 14,000 － － 14,000

自己株式     

普通株式 47 － － 47

合計 47 － － 47

 

２．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

令和４年６月29日

定時株主総会
普通株式 280 20 令和４年３月31日 令和４年６月30日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間

（自　令和３年４月１日
至　令和３年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　令和４年４月１日
至　令和４年９月30日）

現金及び預金勘定 29,290百万円 27,969百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △872 △845

現金及び現金同等物 28,417 27,124

 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1）リース資産の内容

有形固定資産

車両運搬具及び備品であります。

 

(2）リース資産の減価償却の方法

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(ロ）重要な減価償却資産

の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（令和４年３月31日）
当中間連結会計期間
（令和４年９月30日）

１年内 99 99

１年超 129 92

合計 229 191

 

３．オペレーティング・リース取引（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（令和４年３月31日）
当中間連結会計期間
（令和４年９月30日）

１年内 157 153

１年超 84 10

合計 242 163
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（金融商品関係）

１．金融商品の時価等に関する事項

中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません（(注)１．参照）。また、「現金及び預金」、

「受取手形及び売掛金」、「未収入金」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」、「未払法人税等」及び「未

払金」については、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、記載を省略し

ております。

 

前連結会計年度（令和４年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
　時価（百万円） 　差額（百万円）

(1) 投資有価証券 6,698 6,698 －

(2) 差入保証金 19,699 19,678 △21

資産計 26,398 26,376 △21

該当事項はありません。 － － －

負債計 － － －

 

当中間連結会計期間（令和４年９月30日）

 
中間連結貸借対照表計上額

（百万円）
　時価（百万円） 　差額（百万円）

(1) 投資有価証券 6,940 6,941 1

(2) 差入保証金 19,804 19,770 △33

資産計 26,745 26,711 △33

該当事項はありません。 － － －

負債計 － － －

(注)１．市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の中間連結貸借対照表

計上額（連結貸借対照表計上額）は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（令和４年３月31日）
当中間連結会計期間
（令和４年９月30日）

非上場株式 2,068 2,163

 

２．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することがあります。

 

EDINET提出書類

日本酒類販売株式会社(E02814)

半期報告書

26/50



２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上している金融商品

前連結会計年度（令和４年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 6,698 － － 6,698

資産計 6,698 － － 6,698

該当事項はありません。 － － － －

負債計 － － － －

 

当中間連結会計期間（令和４年９月30日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 6,931 － － 6,931

資産計 6,931 － － 6,931

該当事項はありません。 － － － －

負債計 － － － －
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(2）時価で中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（令和４年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 19,678 － 19,678

資産計 － 19,678 － 19,678

該当事項はありません。 － － － －

負債計 － － － －

 

当中間連結会計期間（令和４年９月30日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

満期保有目的の債券     

社債 － 10 － 10

差入保証金 － 19,770 － 19,770

資産計 － 19,781 － 19,781

該当事項はありません。 － － － －

負債計 － － － －

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

 

投資有価証券

上場株式の時価は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、

その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社グループが保有している社債は、市場での

取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類

しております。

 

差入保証金

差入保証金の時価については、実質的な賃貸期間及び償還予定ごとに、その将来キャッシュ・フローを

国債の利回りで割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（令和４年３月31日）

該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（令和４年９月30日）

 
中間連結貸借対照表計

上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表計上額を超えるも

の
9 10 1

合計 9 10 1

 

２．その他有価証券

前連結会計年度（令和４年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 6,588 1,838 4,750

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 6,588 1,838 4,750

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 109 130 △20

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 109 130 △20

合計 6,698 1,968 4,729

（注）１．非上場株式（連結貸借対照表計上額99百万円）については、市場価格がない株式に該当するため、上表の

「その他有価証券」には含めておりません。

２．前連結会計年度において、有価証券について８百万円（非上場株式８百万円）減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得価額に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を

行っております。
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当中間連結会計期間（令和４年９月30日）

 種類
中間連結貸借対照表計

上額（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

中間連結貸借対照

表計上額が取得原

価を超えるもの

(1）株式 6,846 1,892 4,954

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 6,846 1,892 4,954

中間連結貸借対照

表計上額が取得原

価を超えないもの

(1）株式 85 102 △16

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 85 102 △16

合計 6,931 1,994 4,937

（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額99百万円）については、市場価格がない株式に該当するため、上表の「そ

の他有価証券」には含めておりません。

 

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（令和４年３月31日）及び当中間連結会計期間（令和４年９月30日）

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上しているもの

　当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　令和３年４月１日
至　令和４年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　令和４年４月１日
至　令和４年９月30日）

期首残高 67百万円 68百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 2 0

時の経過による調整額 0 0

資産除去債務の履行による減少額 △1 △1

中間期末（期末）残高 68 67
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（賃貸等不動産関係）

　賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、期中増減額及び時価は、次のとおりで

あります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　令和３年４月１日
至　令和４年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　令和４年４月１日
至　令和４年９月30日）

中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照

表計上額）
  

 期首残高 6,958 7,545

 期中増減額 586 845

 中間期末（期末）残高 7,545 8,390

中間期末（期末）時価 18,520 19,579

（注）１．中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額

を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額は自社使用から賃貸等不動産への振替（279百万円）であ

り、主な減少額は減価償却であります。当中間連結会計期間の主な増加額は賃貸等不動産の取得（620百万

円）であり、主な減少額は減価償却であります。

３．中間期末（期末）時価は、個別では重要性が乏しいため、土地については主として「財産評価基準書　路線

価図・評価倍率表」に基づいて自社で算定した金額を時価とし、建物等の償却資産については適正な帳簿価

額をもって時価としております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社及び子会社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。

当社グループは、商品・サービス別に区分された事業ごとに事業戦略を立案し、事業活動を展開してお

り、「酒類・食品等事業」、「不動産事業」及び「その他事業」の３つを報告セグメントとしておりま

す。

「酒類・食品等事業」は、酒類・食品の販売、輸送用プラスチックコンテナー賃貸及び酒類の製造・製

造受託を行っております。「不動産事業」は、不動産の管理業務を行い、また「その他事業」は、保険代

理業務、情報処理業務受託及び売電等を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

Ⅰ　前中間連結会計期間（自令和３年４月１日　至令和３年９月30日）

報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の

分解情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

中間連結
財務諸表
計上額
（注２）

 酒類・食品等 不動産 その他 計

売上高       

顧客との契約から生じる収益 251,076 － 38 251,114 － 251,114

その他の収益 － 404 － 404 － 404

外部顧客に対する売上高 251,076 404 38 251,519 － 251,519

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 37 － 37 △37 －

計 251,076 441 38 251,556 △37 251,519

セグメント利益又は損失（△） △273 244 14 △14 △37 △52

セグメント資産 162,781 7,625 160 170,567 － 170,567

その他の項目       

減価償却費 297 53 8 359 － 359

持分法適用会社への投資額 1,925 － － 1,925 － 1,925

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
△676 660 84 68 － 68

(注）１．調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自令和４年４月１日　至令和４年９月30日）

報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の

分解情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

中間連結
財務諸表
計上額
（注２）

 酒類・食品等 不動産 その他 計

売上高       

顧客との契約から生じる収益 275,013 － 39 275,053 － 275,053

その他の収益 － 408 － 408 － 408

外部顧客に対する売上高 275,013 408 39 275,461 － 275,461

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 39 － 39 △39 －

計 275,013 447 39 275,501 △39 275,461

セグメント利益 376 228 13 618 △39 579

セグメント資産 179,252 8,430 141 187,825 － 187,825

その他の項目       

減価償却費 272 56 9 338 － 338

持分法適用会社への投資額 2,064 － － 2,064 － 2,064

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
138 628 － 767 － 767

(注）１．調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益は、中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前中間連結会計期間（自令和３年４月１日　至令和３年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記

載はありません。

 

当中間連結会計期間（自令和４年４月１日　至令和４年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記

載はありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間連結会計期間（自令和３年４月１日　至令和３年９月30日）

報告セグメントごとの固定資産の減損損失につきましては、重要性が乏しいため、記載を省略しておりま

す。

 

当中間連結会計期間（自令和４年４月１日　至令和４年９月30日）

報告セグメントごとの固定資産の減損損失につきましては、重要性が乏しいため、記載を省略しておりま

す。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間連結会計期間（自令和３年４月１日　至令和３年９月30日）

報告セグメントごとののれんの償却額につきましては、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当中間連結会計期間（自令和４年４月１日　至令和４年９月30日）

報告セグメントごとののれんの償却額につきましては、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間連結会計期間（自令和３年４月１日　至令和３年９月30日）

該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自令和４年４月１日　至令和４年９月30日）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり純資産額は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（令和４年３月31日）
当中間連結会計期間
（令和４年９月30日）

１株当たり純資産額 4,465.98円 4,518.80円

 

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　令和３年４月１日
至　令和３年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　令和４年４月１日
至　令和４年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 11.01円 61.26円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額（百万

円）
153 854

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益金額（百万円）
153 854

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,952 13,952

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(令和４年３月31日)
当中間会計期間

(令和４年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 26,753 22,338

受取手形 846 1,566

売掛金 65,846 74,995

棚卸資産 12,772 15,762

未収入金 10,163 11,835

その他 1,527 1,363

貸倒引当金 △156 △81

流動資産合計 117,754 127,779

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 7,591 8,089

土地 10,941 10,941

その他（純額） 635 586

有形固定資産合計 19,168 19,618

無形固定資産 480 472

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 11,201 ※１ 11,413

差入保証金 18,675 18,780

その他 436 514

関係会社投資損失引当金 △1,028 △1,017

貸倒引当金 △217 △310

投資その他の資産合計 29,067 29,380

固定資産合計 48,716 49,471

資産合計 166,470 177,251
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(令和４年３月31日)
当中間会計期間

(令和４年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 608 618

買掛金 ※１ 89,195 ※１ 100,002

短期借入金 8,060 8,060

リース債務 0 0

未払金 4,982 4,673

未払法人税等 723 408

賞与引当金 325 332

その他 435 264

流動負債合計 104,331 114,359

固定負債   

退職給付引当金 1,199 1,219

役員退職慰労引当金 ※４ 324 ※４ 327

資産除去債務 68 67

その他 2,926 2,970

固定負債合計 4,519 4,585

負債合計 108,850 118,945

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,028 4,028

資本剰余金   

資本準備金 3,563 3,563

資本剰余金合計 3,563 3,563

利益剰余金   

利益準備金 1,007 1,007

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 398 396

別途積立金 42,300 43,600

繰越利益剰余金 3,083 2,331

利益剰余金合計 46,788 47,335

株主資本合計 54,380 54,927

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,239 3,378

評価・換算差額等合計 3,239 3,378

純資産合計 57,620 58,306

負債純資産合計 166,470 177,251
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②【中間損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間会計期間

(自　令和３年４月１日
　至　令和３年９月30日)

当中間会計期間
(自　令和４年４月１日
　至　令和４年９月30日)

売上高 239,845 261,897

売上原価 230,060 251,331

売上総利益 9,785 10,566

販売費及び一般管理費 9,634 9,939

営業利益 151 627

営業外収益 ※１ 331 ※１ 382

営業外費用 ※２ 69 ※２ 67

経常利益 413 943

特別利益 － ※３ 269

特別損失 ※４ 15 ※４ 10

税引前中間純利益 397 1,202

法人税、住民税及び事業税 82 377

法人税等調整額 43 △1

法人税等合計 125 375

中間純利益 271 826
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　令和３年４月１日　至　令和３年９月30日）

         (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余
金合計

 
特別償却
準備金

固定資産
圧縮積立
金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 4,028 3,563 3,563 1,007 6 401 41,100 2,978 45,493 53,085

当中間期変動額           

剰余金の配当        △252 △252 △252

特別償却準備金の取
崩     △3   3 － －

固定資産圧縮積立金
の取崩      △1  1 － －

別途積立金の積立       1,200 △1,200 － －

中間純利益        271 271 271

株主資本以外の項目
の当中間期変動額
（純額）

          

当中間期変動額合計 － － － － △3 △1 1,200 △1,175 19 19

当中間期末残高 4,028 3,563 3,563 1,007 3 399 42,300 1,802 45,513 53,104

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 3,419 3,419 56,504

当中間期変動額    

剰余金の配当   △252

特別償却準備金の取
崩   －

固定資産圧縮積立金
の取崩   －

別途積立金の積立   －

中間純利益   271

株主資本以外の項目
の当中間期変動額
（純額）

334 334 334

当中間期変動額合計 334 334 354

当中間期末残高 3,754 3,754 56,859
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当中間会計期間（自　令和４年４月１日　至　令和４年９月30日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余
金合計

 
固定資産
圧縮積立
金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 4,028 3,563 3,563 1,007 398 42,300 3,083 46,788 54,380

当中間期変動額          

剰余金の配当       △280 △280 △280

固定資産圧縮積立金
の取崩     △1  1 － －

別途積立金の積立      1,300 △1,300 － －

中間純利益       826 826 826

株主資本以外の項目
の当中間期変動額
（純額）

         

当中間期変動額合計 － － － － △1 1,300 △751 546 546

当中間期末残高 4,028 3,563 3,563 1,007 396 43,600 2,331 47,335 54,927

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 3,239 3,239 57,620

当中間期変動額    

剰余金の配当   △280

固定資産圧縮積立金
の取崩   －

別途積立金の積立   －

中間純利益   826

株主資本以外の項目
の当中間期変動額
（純額）

139 139 139

当中間期変動額合計 139 139 686

当中間期末残高 3,378 3,378 58,306
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しており

ます。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

(2）棚卸資産

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　３～50年

構築物　　　　　３～50年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお

り、のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積もり、当該期間にわたり均等償却しておりま

す。

(3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）関係会社投資損失引当金

関係会社への投資に対する損失に備えるため、その財政状態等を勘案し損失負担見込額を計上しております。

(3）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当中間会計期間負担額を計上しております。

(4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期

間定額基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(5）役員退職慰労引当金

役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す

る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

酒類・食品等事業

主に酒類・食品の販売を行っております。このような販売契約においては、商品に対する支配は納品時に顧客に

移転し、その時点で履行義務が充足されますが、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的

な取扱いを適用し、商品の国内の販売において、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通

常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、顧客から受け取る額から仕入先

に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。

また、当社は顧客との契約において約束された対価から、売上割戻、運賃保管料等の顧客に支払われる対価を控

除した金額で取引価格を算定しております。取引の対価は、履行義務を充足してから概ね１～２ヶ月程度で受領し

ており、重要な金融要素は含んでおりません。

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

 

６．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

為替予約については、振当処理を採用しております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

(3）ヘッジ方針

商品の輸出入に係る為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っており、投機的な取引は行っており

ません。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

為替相場の変動によるキャッシュ・フローの変動を完全に相殺するものと想定されるため、有効性評価を省略

しております。

 

７．その他中間財務諸表作成のための重要な事項

退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、中間連結財務

諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
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（中間貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（令和４年３月31日）
当中間会計期間

（令和４年９月30日）

投資有価証券 1,108百万円 1,349百万円

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（令和４年３月31日）
当中間会計期間

（令和４年９月30日）

買掛金 3,673百万円 4,719百万円

 

２　保証債務

　関係会社の仕入債務に対し、次のとおり債務保証を行っております。

前事業年度
（令和４年３月31日）

当中間会計期間
（令和４年９月30日）

㈱水戸日酒販 188百万円 ㈱水戸日酒販 256百万円

㈱山陰日酒販

広島中央酒販㈱

青森県酒類販売㈱

㈱長崎日酒販

㈱弘中酒販

㈱成瀬酒販

大分県酒類卸㈱

北海道酒類販売㈱

414

11

181

276

176

84

583

2,991

㈱山陰日酒販

広島中央酒販㈱

青森県酒類販売㈱

㈱長崎日酒販

㈱弘中酒販

㈱成瀬酒販

大分県酒類卸㈱

北海道酒類販売㈱

458

11

282

403

229

111

715

3,331

計 4,908 　計 5,800

 

３　輸出手形割引高

 
前事業年度

（令和４年３月31日）
当中間会計期間

（令和４年９月30日）

輸出手形割引高 11百万円 8百万円

 

※４　役員退職慰労引当金

　役員退職慰労引当金に含まれる執行役員退職慰労引当金は、次のとおりであります。

前事業年度
（令和４年３月31日）

当中間会計期間
（令和４年９月30日）

119百万円 107百万円

 

 

（中間損益計算書関係）

※１　営業外収益のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　令和３年４月１日
至　令和３年９月30日）

当中間会計期間
（自　令和４年４月１日
至　令和４年９月30日）

受取利息 99百万円 102百万円

 

※２　営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　令和３年４月１日
至　令和３年９月30日）

当中間会計期間
（自　令和４年４月１日
至　令和４年９月30日）

支払利息 63百万円 63百万円
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※３　特別利益のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　令和３年４月１日
至　令和３年９月30日）

当中間会計期間
（自　令和４年４月１日
至　令和４年９月30日）

関係会社株式売却益 －百万円 40百万円

ゴルフ会員権売却益 － 2

受取補償金 － 227

 
※４　特別損失のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　令和３年４月１日
至　令和３年９月30日）

当中間会計期間
（自　令和４年４月１日
至　令和４年９月30日）

減損損失 6百万円 4百万円

有形固定資産除却損 8 6

 

５　減価償却実施額

 
前中間会計期間

（自　令和３年４月１日
至　令和３年９月30日）

当中間会計期間
（自　令和４年４月１日
至　令和４年９月30日）

有形固定資産 248百万円 235百万円

無形固定資産 84 75

 

 

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式

前事業年度（令和４年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式で市場価格のあるものはありません。

 

（注）市場価格のない子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

区分
前事業年度
（百万円）

子会社株式 4,276

関連会社株式 220

 

当中間会計期間（令和４年９月30日）

子会社株式及び関連会社株式で市場価格のあるものはありません。

 

（注）市場価格のない子会社株式及び関連会社株式の中間貸借対照表計上額

区分
当中間会計期間

（百万円）

子会社株式 4,261

関連会社株式 220

 

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、中間連結財務諸表「注記事項（収益認識関

係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

（２）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第73期）（自　令和３年４月１日　至　令和４年３月31日）令和４年６月29日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

 令和4年12月15日

日本酒類販売株式会社  

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 　　　東　京　事　務　所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 水野　博嗣

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 井上　卓也

 

中間監査意見
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日本酒類販売株式会社の令和4年4月1日から令和5年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（令和4年4月1日か
ら令和4年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括
利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成のための基本
となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、日本酒類販売株式会社及び連結子会社の令和4年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連
結会計期間（令和4年4月1日から令和4年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を
表示しているものと認める。
 
中間監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の

基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、
我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。
 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務諸

表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を
作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間連結財務諸表監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投

資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場か
ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別
に又は集計すると、中間連結財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると
判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・　不正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監
査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続
の一部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基
づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

　・　中間連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用な情報
の表示に関連する内部統制を検討する。
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　・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。

　・　経営者が継続企業を前提として中間連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど
うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間連結財
務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場
合は、中間連結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告
書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。

　・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中
間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

　・　中間連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証
拠を入手する。監査人は、中間連結財務諸表の中間監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人
は、単独で中間監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。
 
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
 

 
以　上

　（注）１．上記の中間監査報告書の原本は半期報告書提出会社が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

 令和4年12月15日

日本酒類販売株式会社  

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 　　　東　京　事　務　所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 水野　博嗣

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 井上　卓也

 

中間監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日本酒類販売株式会社の令和4年4月1日から令和5年3月31日までの第74期事業年度の中間会計期間（令和4年4月1日から

令和4年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、

重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本酒類販売株式会社の令和4年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（令和4年4月1日か

ら令和4年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

中間監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の

基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集

計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一

部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、

分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。
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　・　中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に

関連する内部統制を検討する。

　・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する

注記事項の妥当性を評価する。

　・　経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財

務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手し

た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が

基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　上

　（注）１．上記の中間監査報告書の原本は半期報告書提出会社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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